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 論文内容の要旨 

 

日本企業におけるダイバーシティ＆インクルージョン

の現状と今後の課題（－Current Status and Future Issues 

in Promoting Diversity and Inclusion in Japanese 

Companies－） 

 

経済経営のグローバル化や少子高齢化による労働人口

の減少によりダイバーシティ＆インクルージョンが世間

の耳目を集めている。本論文の目的は、日本企業における

ダイバーシティ＆インクルージョン推進に向けた現状と

今後の課題を明らかにすることである。具体的には、経済

産業省のダイバーシティ経営企業に選定された企業・268

社の報告書における「背景とねらい」、「取り組み」、「経営

成果」を計量テキスト分析（共起ネットワーク）すること

で、現状の日本企業におけるダイバーシティ＆インクルー

ジョンの特徴を明らかにする。その上で、先行研究から体

系立てて、ダイバーシティ＆インクルージョンを促進する

仕組みを提示する。さらに、愛知工業大学経営学部に求人

を出している企業・1985 社への質問紙調査の回答から、

インクルージョンの仕組みにとって重要なトップのコミ

ットメント、それに基づいた企業文化、企業風土、企業内

の取り組みに関して、ダイバーシティ＆インクルージョン

を促進している企業とそうでない企業でどのように異な

っているのか、また促進している企業の創意工夫、促進し

ていない企業が考える課題を明らかにする。これらのこと

を通して日本企業におけるダイバーシティ＆インクルー

ジョンの今後の課題について考察していく。 

本論文の先行研究上の位置づけとしては、まず日本のダ

イバーシティ経営推進企業の特徴について、経済産業省の

報告書を計量テキスト分析した点にある。このような研究

は著者らの知る限り存在しない。つぎに欧米の先行研究か

らダイバーシティ＆インクルージョン促進の仕組みを体

系立てて示し、その構築に向けた研究は極めて少なく、仕

組みの取り組みの現状、推進していく上での創意工夫と課

題に関して質問紙調査を通して実証した点である。 

本論文は全５章から構成されている。序章では、本論文

の背景、目的、本論文の構成について述べた。 

第１章では、ダイバーシティ＆インクルージョンに関す

る先行研究のまとめを述べる。ダイバーシティとインクル

ージョンの概念整理を行い、ダイバーシティ研究とインク

ルージョン研究の進展を説明した。 

第２章では、本論文の枠組みと課題を説明した。本論文

では、ダイバーシティには多様性を価値付ける考え方が含

まれていると定義し、「ダイバーシティ」、「多様性」、そし

て「人材の多様化」と表現する際も、同様の意味で用いる。
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多様性の構成は、属性などの表層的ダイバーシティと目に

見えない深層的ダイバーシティの枠組みで考えていく。イ

ンクルージョンは「社員が仕事を共にする集団において、

その個人が求める帰属感と自分らしさの発揮が集団内の

扱いによって満たされ、メンバーとして尊重されている状

態のこと」と捉えておく。本論文では、ダイバーシティ＆

インクルージョン推進企業として、経済産業省が選定する

ダイバーシティ経営企業を考える。多様な人材を活かして

価値創造につなげていくダイバーシティ経営は、インクル

ージョンを含めているからである。また、愛知工業大学経

営学部に求人を出している企業・1985 社を日本企業と考

え、分析と考察を行っていく。 

 第３章では、ダイバーシティ経営企業の計量テキスト

分析（共起ネットワーク）の結果について分析し考察す

る。ダイバーシティ経営は女性活躍が中心として進めら

れていることが示され、新製品開発などの経営成果がで

ていることが明らかになった。またダイバーシティ経営

が企業の戦略として盛り込まれてくると、現場の人材の

活躍といった働き手に関する経営成果があげられ、誰も

が活かされる企業文化の構築を始めている企業が多いこ

とを示した。これらのことは、今後ダイバーシティを推

進していこうと考えている企業への示唆となる。企業規

模に関する特徴としては、大企業では中小企業に比べる

とダイバーシティが推進されている。そのいっぽうで、

中小企業では社長のダイバーシティ経営のコミットメン

トがダイバーシティ推進には重要な要因であることが示

唆された。さらに中小企業の特徴として障がい者雇用促

進も示された。業種による特徴としては、海外市場開拓

を目指す卸売業、小売業では外国人雇用の特徴があり、

グローバルに活躍の場のある情報通信業では，意思決定

層の多様化が取り組みとして行われている。製造業の場

合は、その割合の高い愛知県において製造現場における

ダイバーシティ推進が示された。その取り組み、例えば

高齢者の技術・技能伝承、ノウハウの可視化、改善など

はたいへん具体的に示された。また外国人と障がい者と

の関連も見られ、それらに女性を加えた製造現場でのダ

イバーシティへの創意工夫が行われている。 

 第４章では、最初にダイバーシティ＆インクルージョ

ン促進の仕組みを提示した。ダイバーシティ＆インクル

ージョンを促進していくための前提となるのは、トップ

によるダイバーシティへの理解とコミットメントである。

インクルージョンにはトップの意識を企業文化と企業風

土として組織全体に醸成させていくことが必要となるが、

このようなインクルージョンはダイバーシティだけに限

定されるものではない。どの企業もトップがどのように

経営をしていくのかというコミットメントが企業文化や

企業風土として醸成され、各部署で公正、オープンネス、

さまざまな意思決定プロセスへの参画が行われていれば、

従業員はそれらを共有し、所属意識を持ちながらその中

で自分らしさを発揮することで組織に貢献していきやす

いこととなる。しかし、質問紙調査結果からは、トップ

の意向が企業文化や企業風土として企業内に醸成されて

いる企業が多いとは言えないことを示した。それらの重

要性に関して十分に理解されていない企業が多いという

ことである。ただ、ダイバーシティを推進している意識

のある企業や実際にトップがダイバーシティの重要性を

企業全体に周知しようとしている企業は、現状まだ推進

していない企業やトップにその意思がない企業よりも企

業文化や企業風土の重要性を理解している。さらに推進

している企業の内で、多様性が新たな価値創造に繋がる

と認識している企業と認識していない企業の人材の多様

化への創意工夫は異なる。認識している企業は性別、国

籍などにかかわらず多様な人材を積極的に採用している。

他方の認識していない企業は高齢者や留学生を採用して

いるが、男性中心の職場でもある。差別や逆差別といっ

た問題が絡んでいるようである。 

 終章では、日本企業におけるダイバーシティ＆インク

ルージョンの今後の課題について言及した。ダイバーシ

ティ経営企業における共起ネットワークの結果からは、

外国人、障がい者、高齢者、そして LGBTQへのインクル

ージョンが課題としてあげられる。外国人が出身国との

バウンダリースパナーとしての役割だけでなくその特性

を活かすことができ、障がい者や LGBTQが活躍できる土

壌をどのように構築していくのか。また高齢者の新規採

用を浸透させていくためにどのような創意工夫が必要と

なるのか。これらへの対応は、別の言い方をすると、人々

の意識改革の課題とも言えるのかもしれない。 

また現状の日本企業の多くは、表層的ダイバーシティ

を意識している段階である。多様な人材の配置により新

事業や新商品開発に活躍してもらうのであれば、多様性

の負の部分は目立たないかもしれない。しかしそれらの

事業の成功と共に、多様な人材が組織の中核に入ってく

ることになると、深層的ダイバーシティに着目せざるを

得ないであろう。そうなるとインクルージョンの重要度

が増してくる。人材の多様化を考えることは組織におけ

るインクルージョンを考えることでもある。インクルー

ジョン＆ダイバーシティでなければ、人材の多様化を推

進していくことはできないし、持続可能な企業にもなれ

ないであろう。 

今後の課題は幾つもあるが、まずは働き手側がどのよう



 
 
な場合にインクルージョンを感じるのかを明らかにする

ことである。つぎに製造現場でのノーマライゼーションや

誰もが働きやすい作業環境などの取り組みをどのように

品質や生産性の担保に繋げているのか、そのプロセスを明

らかにしていくことである。 

 

 

 論文審査の結果の要旨 

 

本論文の目的は、日本企業におけるダイバーシティ＆イ

ンクルージョン推進に向けた現状と今後の課題を明らか

にすることである。具体的には、経済産業省のダイバーシ

ティ経営企業に選定された企業・268社の報告書における

「背景とねらい」、「取り組み」、「経営成果」を計量テキス

ト分析（共起ネットワーク）することで、現状の日本企業

におけるダイバーシティ＆インクルージョンの特徴を明

らかにする。その上で、先行研究から体系立てて、ダイバ

ーシティ＆インクルージョンを促進する仕組みを提示す

る。さらに、愛知工業大学経営学部に求人を出している企

業・1985 社への質問紙調査の回答から、インクルージョ

ンの仕組みにとって重要なトップのコミットメント、それ

に基づいた企業文化、企業風土、企業内の取り組みに関し

て、ダイバーシティ＆インクルージョンを促進している企

業とそうでない企業でどのように異なっているのか、また

促進している企業の創意工夫、促進していない企業が考え

る課題を明らかにする。これらのことを通して日本企業に

おけるダイバーシティ＆インクルージョンの今後の課題

について考察していく。 

本論文の先行研究上の位置づけとしては、まず日本の

ダイバーシティ経営推進企業の特徴について、経済産業省

の報告書を計量テキスト分析した点にある。このような研

究は著者らの知る限り存在しない。つぎに欧米の先行研究

からダイバーシティ＆インクルージョン促進の仕組みを

体系立てて示し、その構築に向けた研究は極めて少なく、

仕組みの取り組みの現状、推進していく上での創意工夫と

課題に関して質問紙調査を通して実証した点である。 

本論文は全５章から構成されている。序章では、本論

文の背景、目的、本論文の構成について述べた。第１章で

は、ダイバーシティ＆インクルージョンに関する先行研究

上の概念整理とそれらの研究の進展を説明した。 

第２章では、本論文の枠組みと課題を説明した。本論文で

は、ダイバーシティには多様性を価値付ける考え方が含ま

れていると定義し、「ダイバーシティ」、「多様性」、そして

「人材の多様化」と表現する際も、同様の意味で用いる。

多様性の構成は、属性などの表層的ダイバーシティと目に

見えない深層的ダイバーシティの枠組みで考えていく。イ

ンクルージョンは「社員が仕事を共にする集団において、

その個人が求める帰属感と自分らしさの発揮が集団内の

扱いによって満たされ、メンバーとして尊重されている状

態のこと」と捉えておく。本論文では、ダイバーシティ＆

インクルージョン推進企業として、経済産業省が選定する

ダイバーシティ経営企業を考える。多様な人材を活かして

価値創造につなげていくダイバーシティ経営は、インクル

ージョンを含めているからである。また、愛知工業大学経

営学部に求人を出している企業・1985 社を日本企業と考

え、分析と考察を行っていく。 

第３章では、ダイバーシティ経営企業の共起ネットワ

ークの結果について考察した。その結果、ダイバーシテ

ィ経営は女性活躍が中心として進められていることが示

され、新製品開発等の経営成果がでていることが明らか

になった。またダイバーシティ経営が企業の戦略として

盛り込まれてくると、現場の人材の活躍といった働き手

に関する経営成果があげられ、誰もが活かされる企業文

化の構築を始めている企業が多いことを示した。企業規

模による特徴としては、大企業では中小企業に比べると

ダイバーシティが推進されており、中小企業では社長の

ダイバーシティ経営のコミットメントがダイバーシティ

推進には重要な要因であることが示唆された。業種によ

る特徴としては、海外市場開拓を目指す卸売業、小売業

では外国人雇用の特徴があり、グローバルに活躍の場の

ある情報通信業では，意思決定層の多様化が取り組みと

して行われていることが示された。製造業の場合は、そ

の割合の高い愛知県において製造現場における人材の多

様化推進が示され、高齢者の技術・技能伝承、ノウハウ

の可視化、改善等の取り組みが具体的に示された。 

 第４章では、最初にダイバーシティ＆インクルージョン

促進の仕組みを提示した。つぎに質問紙調査の結果を示し

た。ダイバーシティ＆インクルージョンを促進していくた

めの前提となるのは、トップによるダイバーシティへの理

解とコミットメントである。インクルージョンにはトップ

の意識を企業文化と企業風土として組織全体に醸成させ

ていくことが必要となるが、このようなインクルージョン

はダイバーシティだけに限定されるものではない。どの企

業もトップがどのように経営をしていくのかというコミ

ットメントが企業文化や企業風土として醸成され、各部署

で公正、オープンネス、さまざまな意思決定プロセスへの

参画が行われていれば、従業員はそれらを共有し、所属意

識を持ちながらその中で自分らしさを発揮することで組

織に貢献していきやすいこととなる。質問紙調査結果は、

トップの意向が企業文化や企業風土として企業内に醸成



 
 
されている企業が多いとは言えないことを示した。それら

の重要性に関して十分に理解していない企業が多いとい

うことである。ただダイバーシティを推進しているという

意識のある企業や実際にトップがダイバーシティの重要

性を企業全体に周知しようとしている企業は、現状まだ推

進していない企業やトップにその意思がない企業よりも

企業文化や企業風土の重要性を理解している。さらに推進

している企業で、多様性が新たな価値創造に繋がると認識

している企業と認識していない企業の人材の多様化への

創意工夫は異なり、認識している企業は性別、国籍などに

かかわらず多様な人材を積極的に採用しているが、認識し

ていない企業は男性中心の職場である。 

終章では、日本企業におけるダイバーシティ＆インクル

ージョンの今後の課題について言及した。ダイバーシティ

経営企業共起ネットワークの結果からは、外国人、障がい

者、高齢者、そして LGBTQへのインクルージョンが課題と

してあげられる。外国人が出身国とのバウンダリースパナ

ーとしての役割だけでなくその特性を活かすことができ、

障がい者や LGBTQが活躍できる土壌の構築、また高齢者の

新規採用を浸透させていくための創意工夫への対応は、別

の言い方をすると、人々の意識改革の課題とも言えるのか

もしれない。また現状の日本企業の多くは、表層的ダイバ

ーシティを意識している段階である。多様な人材の配置に

より新事業や新商品開発に活躍してもらうのであれば、多

様性の負の部分は目立たないかもしれない。しかしそれら

の事業の成功と共に、多様な人材が組織の中核に入ってく

ることになると、深層的ダイバーシティに着目せざるを得

ないであろう。そうなるとインクルージョンの重要度が増

してくる。人材の多様化を考えることは組織におけるイン

クルージョンを考えることでもある。インクルージョン＆

ダイバーシティでなければ、人材の多様化を推進していく

ことはできないし、持続可能な企業にもなれないであろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の研究課題は幾つもあるが、まずは働き手側がどのよ

うな場合にインクルージョンを感じるのかを明らかにす

ることである。つぎに製造現場でのノーマライゼーション

や誰もが働きやすい作業環境などの取り組みをどのよう

に品質や生産性の担保に繋げているのか、そのプロセスを

明らかにしていくことである。 

審査論文委員会の３名が提出された論文の内容を審査

した結果、本論文は博士（経営情報科学）の学位を受ける

のに十分な内容があり、博士学位論文として受理するに値

するものであるとの結論に達した。 


